
 

 

島根県における公立小学校の児童・学校数推移（1960-2010） 

－中国地方における公立小中学校の統廃合に関するデータベース構築（その６）－ 

 

 

廃校 小学校 児童数 

学級数 中国地方 公立小中学校 

 

1． 序論 

その６では、島根県を対象に公立小学校 1 校毎の児童

数、新設･廃校に関するデータベースを 1949 年から 2010

年まで時系列的に構築し、児童数推移をもとに時期区分

を行い、1960 年時点の旧市町村区域を分析単位とし、都

市地域と農山漁村地域における自治体所管学校数と廃校

率の関係を整理する。次に時期毎の児童数増減率･学校増

減率を指標に自治体の児童数･廃校率推移形態の類型化を

行い、廃校の時期的･地域的推移の特徴を明らかにするこ

とを目的とする。分析に使用した資料は島根県総務部統

計課・島根県教委庶務調査課所管の学校基本調査(1960-

2010) 及び島根県教職員録（1950-1959）である。 

 

2．島根県における時期区分別児童・公立小学校の推移 

島根県の児童･学校数(本･分校)の推移を図 1に示す。

全県児童数の経年的推移をもとにⅠ期からⅤ期に時期区

分する。第 1 次ベビーブームによる児童数増加が著しい

Ⅰ期(1950-1959)は、廃校が多いが児童数増加への対応

から新設校が多く作られた。 

 児童数が急減したⅡ期(1960-1977)は、本･分校合わせ

て廃校が 163校発生し 5期の中で最も多い。本校の廃校

が 97 校(60%)、分校の廃校が 66 校(40%)で、児童数も

1960 年の約 13 万人から 1977 年の約 6.4 万人へ半減し

ている。この間の児童数の年平均減少率は 4.1%と高く、 

高度経済成長期の都市地域への人口移動により、農山漁 

村地域の児童数減少と廃校が急速に進行した。 

第 2次ベビーブームによる児童数増加がわずかながら

みられたⅢ期(1978-1983)は、廃校数は減少し、本･分校

合わせて 18 校で本校を中心に 2〜7 校/年の水準で推移

しており、一方本校のみ 7校が新設されている。 

 Ⅳ期(1984-1999)は再び児童数が減少に転じ、児童数

の年平均減少率も 2.7%と高い。廃校数は本･分校合わせ

て 27校で、一方本校を中心に 9 校が新設されている。 

 市町村合併が進められたⅤ期(2000-2010)は、児童数の

年平均減少率は 1.7%に低減するものの、廃校数は本･分校

54 校（本校 53、分校 1）と本校を中心に大幅に増加し、

児童数減少に加え市町村合併を直接的契機とした公立小

学校の統廃合が進められているものと推察される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 学校・児童・学校数推移と時期区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 旧市町村別学校数(1960 年) 

 

3．旧市郡における自治体の廃校状況 

3-1 旧市町村の学校数 

旧市町村区分(1960)の学校数(本校･分校)を図 2 に示す。

8 市の内日本海側の 3 市が 20 校を超える小学校を所管し

ているが、この松江市を含む 3 市は県内では相対的に人

口規模が大きく児童数も多く、行政区域が山間部にも広

がると共にその面積も広いためである。その他の 5 市で

はそのうち 4 市が 11－20 校で、残る安来市も 9 校である。

人口規模でも最大の松江市で 10.6 万人、続く出雲市で

6.9 万人、その他の 6 市は 5 万〜3 万人の規模であるため、

島根県では市間の小学校数の差は小さい。 

 旧郡部(55 町村)では、1-4 校の小学校を所管する町村

が 17 自治体(31%)、5-9 校を所管する町村が 35 自治体
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(64%)と全体の 95%を占める。10-19 校の郡部では多数の

小学校を所管する 3 町は中山間あるいは島嶼地域の自治

体で分校を複数抱えており、特に匹見町では 13 校中分校

が 4 校を占める。 

3-2 旧市郡部における時期別廃校状況 

次に旧市町村の時期区分･学校増減率を表 1 に示す。

市郡部別に各時期の廃校数と各期初年度の学校数、学校

増減率(＝各期内増減数/各期初年度学校数×100(％)）

を求め比較を行う。 

 市部ではⅡ期に 28 校が廃校となり平均増減率も-9.0%

と比較的高い減少率で、特に 10-19 校を所管する自治体

で廃校数が 15 校、20 校以上の自治体でも廃校数が 11 校

で増減率が-18.0%と高い減少率であるのが特徴である。

児童数がやや増加に転じたⅢ期は、市部全域で廃校数が 8

校と少なく平均増減率も+2.3%と廃校数に比べて新設校数

が多くなっている。Ⅳ期は全県の児童数が減少している

ものの、全廃校数は 12 校(平均増減率-4.2%)とさほど多

くないが、20 校以上の 3 自治体の平均学校増減率は-9.8%

と高い減少率である。Ⅴ期の全廃校数は 6 校(平均増減率

-5.4%)とⅣ期に比べて大差ないが、20 校以上の 3 自治体

の平均学校増減率は-16.2%と高い減少率で、合併による

統廃合の影響が認められる。市部全体ではⅡ期からⅤ期

にかけて 25 校が廃校となり、特にⅡ期の廃校数が多いた

め平均増減率は-18.4%で、市部においても約 2 割の学校

が廃校となっている。また自治体所管学校数別の学校増

減率は 5-9 校(0.0％増減無)、10-19 校(-17.3%)、20 校以

上(-38.0%)と所管学校数が多い程廃校の割合が高い傾向

が認められる。 

一方郡部ではⅡ期の廃校数の増加･学校増減率の減少は

ともに市部を上回り、1-4 校の自治体で 22 校 (増減率-

31.7%)、5-9 校の自治体で 89 校 (増減率-33.3%)、10-19

校の自治体で 22 校が廃校(増減率-37.8%)しており、全体

的に学校増減率の減少水準が高く、市部と異なり学校数

の多い自治体程分校数が多い事から廃校が進んだことを

示す。Ⅱ期全体では 133 校が廃校となり学校増減率は-

34.3%で、1960 年時点の学校の約 3 割がこの時期のみで廃

校となっている。Ⅲ期は市部と同じく廃校数の増加･学校

増減率の減少共に低い水準で推移しており、1-4 校の自治

体では廃校が無かった。しかし 5 校以上の自治体の増減

率は 3.6-4.0%で、平均増減率(-2.5％)も市部の+2.3%に比

べて減少が続き、廃校が進んでいる。Ⅳ期は再び全ての

郡部自治体で廃校数の増加･学校増減率の減少が見られ、

特に 10-19 校を所管する自治体の増減率が-18.5%と高い

減少率で、Ⅴ期は廃校数の増加･学校増減率の減少共に高

い水準となり、特に 10-19 校を所管する自治体の増減率

は-40.9%とⅡ〜Ⅴ期を通じて最も減少が顕著で、この時

期のみで４割以上の学校が廃校となっている。またⅤ期

全体では廃校数は 49 校で増減率も-22.1%と高い減少率で、

市部Ⅴ期の平均増減率(-5.4%)を大幅に上回り、児童数の

減少に加え、市との合併による統廃合の影響がある。 

表１ 旧市町村学校数別学校増減率 

 

 

 

表 1 旧市町村の学校数別学校増減率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 時期別本校廃校率 

 

郡部全体ではⅡ期からⅤ期にかけて計 257 校が廃校とな

り、平均増減率は-53.8%と約半数の学校が廃校となり、 

Ⅱ期 

Ⅲ期 

Ⅳ期 

Ⅴ期 
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表２ 自治体類型結果 

 

図 3 時期別本校増減率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 自治体の類型分布 

 

市部と同様に自治体所管学校数が多くなるにつれ廃校の

割合が高くなる傾向が認められる。 

 以上、市部と郡部の自治体では時期毎の廃校の発生状

況に差が見られ、児童数が大幅に減少したⅡ期では、市

部においても 1 割近い廃校が発生しているが、郡部の廃

校率は 3 割以上で分校を中心に所管学校数の多い自治体

で廃校率が 4 割近くに達する。さらにⅤ期には市部の廃

校率が 5%程度に止まるのに対し、郡部の廃校率は約 22%

に及び、特に所管学校数の多い自治体でこの傾向が顕著

に見られ、大規模な統廃合が進められたことを示す。 

 

４．自治体の児童数を指標とした自治体の類型化 

廃校発生状況の自治体毎の特徴を明らかにするため、

表 2 上段に示す 1960 年時点の学校数・Ⅱ期～Ⅴ期の学

校・児童数増減率・Ⅱ期分校増減率の 10 変数を用いてク

ラスター分析(ward 法)を行い、63 自治体の児童数･廃校

率の推移パターンを 4 タイプに分類した。各類型の指標

平均値を表 2、自治体類型分布を図 4、児童・廃校数推移

を図 5に示す。 

都市型(5 自治体)は学校数が平均 21.2 校と多く、Ⅱ期

の児童減少率が-40.7%と県内では相対的に低いため、本

校増減率は 1 割を下回る。Ⅲ期には第二次ベビーブーム

の影響により児童数が増加に転じており(増減率 12.2%)廃

校は少ない。Ⅳ期は大幅な児童数の減少が進行し、児童

増減率は-32.7%と高い値を示すが学校増減率は-2.9%と低

く、学校当り児童数が多いため、児童数の減少が進行し

たものの廃校までには至っていない状況がうかがえる。

Ⅴ期の児童増減率は-14.2%と減少傾向は緩やかになった

が、学校増減率は-5.6%でⅣ期に比べて廃校が進行してい

る。町村型 b(5 自治体)は、都市型に該当する 5 市以外の

2 市（平田市・浜田市）、浜田市隣接の三隅町、益田市隣

接の匹見町、隠岐の島の中心部である西郷町などが該当 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 類型別児童・学校増減率の推移 

 

し、自治体所管学校数は平均 12.6 校と都市型に次いで多

い。Ⅱ〜Ⅴ期の児童増減率の傾向は都市型と類似してい

るが、都市型よりそれぞれ 1 割ほど減少幅が大きい。こ

の児童の減少により、Ⅳ期の学校増減率は-19.4%と他の

類型と比較して最も高く、町村型 b ではⅤ期の市町村合

併より前のⅣ期に多くの本校が廃校になっている。 

町村型 a(25 自治体)は都市型の市部に隣接して位置す

る自治体や行政区域面積が広い自治体で、自治体所管学

校数が 7 校程度と相対的に少ない。Ⅱ期の児童増減率が-

59.9%と他の類型と比較して最も減少し、本校増減率(-

17.1%)及び分校増減率(-55.3)も最も減少しており、高度

経済成長期の都市地域への人口移動が最も顕著にあらわ

れ学校の統廃合が進んだ類型と言える。Ⅲ期には児童増

減率が-9.1%と減少がやや緩やかになるが他の類型に比べ

ると最も減少しており、学校増減率も-7.7%で廃校も多く

見られる。Ⅳ期は児童数が再び大きく減少し児童増減率

は-33.1%と高いが、学校増減率は-3.7%とⅡ期以降で最も

廃校は少ない。しかしⅤ期には学校増減率が-17.3%で他

の類型と比較して最も多く廃校が見られた。市部との市

町村合併だけでなく、町村同士の合併も行われており、

これに伴って本校も統廃合された。このように町村型 a

ではⅣ期を除いた期間では他の類型以上に廃校が進行し

た点が大きな特徴である。 

過疎地域型(27 自治体)は、日本海側の行政区域範囲が

狭い自治体や山間部や島嶼部に位置する自治体が多く、

自治体所管学校数が 3.5 校と小規模である。Ⅱ期の児童

増減率が-56.8%と高い減少率で、本校増減率は-10.0%で

あるが分校増減率が-50.0%に及んでおり、児童数減少に

より小規模な分校の統廃合が進められている。Ⅲ期には

児童増減率が 0.0%で児童数及び学校の減少(-1.5%)に一時

的な歯止めがかかっている。Ⅳ期には急激な児童減少(-

35.1%)となる一方で学校増減率は-2.7%でほとんど統廃合

を行っていない。しかしⅤ期の市町村統廃合後は学校増

減率-10.8と本校の廃校が進行している。 

 

都市型 

町村型 b 

町村型 a 

過疎地域型 

495



表３ 学校規模別本校数・ 

 

4-2学校規模と学校増減率の関係 

自治体の児童数･学校増減率推移パターンと学校規模

の関係を検討するため、自治体類型別に学校規模別本校

数･学校増減率の推移を表 3 に整理した。全体的傾向と

して児童数が少ない学校の廃校が多く、児童数 10 人以

下の極小規模校の平均学校増減率は 5割の減少で、次い

で 11-20 人(-32.7%)、21-30 人(-28.6%)の小規模校の順

で、61-240人では 1割台で、241人以上では 1割を下回

る。 

 都市型はⅡ期当初には 121 人以上の学校が 81/91 校と

多い。Ⅱ期中の廃校は 241人以上の学校が多く、これは

都市地域の児童数減少が激しく当初 241 人以上だった児

童数が 1960年代後半から 1970年代前半には半減する学

校があらわれ、比較的近距離の複数校が統合新設された

ためである。これらの結果、Ⅲ期当初には 241人以上の

学校は 34 校に半減したが、児童数が増加したⅢ期中の

廃校は 240人以下の 5校のみで、Ⅳ期も引き続き廃校数

は少ない。Ⅴ期には都市型であっても児童数減少による

学校の小規模化が進み、30 人以下の学校数が 11/78 校

と多くなり、小規模校での廃校が 5校見られる。 

 町村型 b は、Ⅱ期当初は 30 人以下の小規模校が皆無

で 60人以上の学校数が多かったが、Ⅱ期中に 13 校が廃

校になった。Ⅲ期には廃校は無かったが、30 人以下の

小規模校が 15/43校と 3割以上を占め、学校の小規模化

が進んでいる。Ⅳ期は 120人以下の学校で廃校が進み、

11/43校が廃校になった。Ⅴ期の廃校は 4校と少ない。 

 町村型 a は都市型と似た傾向で、Ⅱ期当初には 121 人

以上の学校が 122/152 校と 8 割を占めるが、Ⅱ期中に

42 校が廃校になった。Ⅲ・Ⅳ期には廃校は少ないが、

学校の小規模化は進んでいる。Ⅴ期には 120人以下の学

校の 3 割以上にあたる 30 校が廃校になった。この類型

では 30人以下の小規模校がまだ 14校あるため、今後廃 

校が増えると考えられる。 

 過疎地域型は、Ⅱ期当初には 121 人以上の

学校が 68/75 校と 9 割を占めるが、Ⅱ期中に 23

校が廃校になった。Ⅲ期の廃校は無く、Ⅳ期も

廃校は少ないが、20 人以下の小規模校での廃校

が 2 校見られる。Ⅴ期には 120 人以下の学校で

12校が廃校になった。 

 

５．結論 

１)Ⅰ期(1950-1959)は、新設校が多く児童数増

加への対応が行われた。Ⅱ期(1960-1977)は期

間当初と期末で県内児童数が半減し、本校も含

めた廃校が急速に進行した。この時期に市部においても

1 割近い廃校が発生したが、郡部の廃校率は 3 割以上で

分校を中心に廃校が進んだ。またⅤ期(2000-2010)でも

廃校数が増加し、本校 53、分校 1 と本校を中心に廃校

となり、市部の廃校率が 5%程度に対し、郡部の廃校率

は約 22%に及び、大規模な統廃合が進められた。 

２)都市型はいずれも日本海沿岸の主要 5 都市でⅡ期当

初は規模の大きな学校が多かったが、児童数が 1960 年

代後半から 1970 年代前半には半減する学校があらわれ、

比較的近距離の複数校が統合新設されたため 2割が廃校

になっている。この統合の結果、Ⅲ期とⅣ期は学校の小

規模化は進んだが廃校数は少ない。Ⅴ期には 30 人以下

の小規模校で廃校が見られる。 

３）2 市を含み都市型に近い町村型 b は、Ⅱ〜Ⅴ期の児

童増減率が都市型よりそれぞれ 1割ほど減少幅が大きく、

Ⅳ期に 2割の学校を廃校としたがⅤ期の廃校は少ない。

都市型に比べて児童数の減少が早く、これに対して平成

の大合併前の早い段階で統廃合が進められたタイプであ

る。 

４)市部隣接や面積が広い町村型 a は、Ⅱ期の児童減少

率が他の類型と比較して最も減少し、高度経済成長期の

都市地域への人口移動が最も顕著にあらわれ学校の統廃

合が進んだ。Ⅴ期の平成の大合併前後には自治体内に複

数あった小規模校の集約化を進め、3 割近くを廃校とし

たが、2010 年時点で 30 人以下の小規模校がまだ多数あ

るため、今後も廃校が増えると予想される。 

５)山間・島嶼部や面積が狭い過疎地域型は、Ⅱ期の児童

減少率が高く分校廃校率が 5 割に達する。児童数は減少

している中でⅢ期からⅣ期にかけて廃校数は少なかった

が、Ⅴ期には 2 割が廃校となっており、平成の大合併前

後に旧過疎町村内で 1 校に学校を集約化するなどの計画

的統廃合が進行している。 

*    山口大学大学院理工学研究科 博士前期課程 

**   山口大学大学院理工学研究科 教授・工博 

***  山口大学工学部感性デザイン工学科 学部生 

**** 呉工業高等専門学校 助教 博士（工学） 
***** 広島工業大学工学部建築工学科 准教授・博士（工学） 

******米子工業高等専門建築学科 准教授・博士（工学） 

******* 広島工業大学工学部 教授・博士（学術） 

*
   Graduate Student,Graduate School of Science and Eng.,Yamaguchi Univ. 

**   Professor, Yamaguchi Univ., Dr.Eng. 

***
  Undergraduate, Dep. of KANSEI Design., Faculty of Eng., Yamaguchi Univ. 

**** Assistant Prof., Kure College of Technology, Dr Eng 

***** Assoc.prof.,Hiroshima Institute of Technology 

******Assoc.prof., Dept.of Architecture,Yonago National College of Technology, 

Dr Eng. 

******* Prof.,Hiroshima Institute of Technoogy, Ph D. 

注１) セル中の上段は、廃校数（学校数）、下段は、各期における学校増減率（％） 

496




